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本日のお話する内容

•韓国について

•韓国の科学技術政策
➢ 体制

➢ 予算（事業の特色）

➢ 成果

• まとめ
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※ 本講演での発表内容は、発表者個人の考えに基づく
ものであり、所属組織としての見解を述べるものでは
ありません。



韓国経済状況（外務省ホームページ等より）
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面積 約10万平方キロメートル（朝鮮半島全体の45％、日本の約4分の1）
人口 約5,163万人（出典：2022年、韓国統計庁、日本の約2.5分の１）
経済概況
1. 2021年は、輸出と民間消費の好調等により、実質GDP成長率は4.0％ （日本
2.3%（21年度、内閣府）））となり、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等に
よりｰ0.9％に低下した前年からプラスに転じた。

2. 韓国経済は輸出に対する依存度が高く、輸出の対GDP比（2020年）は36.9％（出
典：世界銀行）。2021年の輸出は前年比25.8％増（出典：韓国貿易協会）

日韓経済関係
1. 日本にとって韓国は第4位の、韓国にとって日本は第3位の貿易相手国・地域（日

本の第３位は台湾）。日本側統計では、2021年の二国間の貿易総額は対前年比
22.1％増の約9.3兆円（財務省貿易統計）。2021年の対韓投資額は前年比52.8%
減の約12.1億ドルであった（韓国産業通商資源部。日本は第6位の投資国・地域）。

2. 日韓の産業構造は似通っており（電子・電気機器、自動車、鉄鋼、船舶等）、産業
内貿易が多くを占める。

3. 近年は、日韓両国間の貿易・投資の拡大に加え、第三国におけるプラント受注や資
源開発を目的とする日韓企業間の連携が増加する等、両国の経済関係は極めて緊密。

4. 2020年11月、日本及び韓国を含む15か国は、日韓間での初めての経済連携協定
（EPA）ともなる包括的経済連携（RCEP）協定に署名した。2021年12月3日、韓
国は同協定の批准書を寄託者であるASEAN事務局長に寄託し、韓国については同
協定が2022年2月1日に発効した。
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主要産業
電気・電子機器、自動車、鉄鋼、石油化学、造船
貿易額（出典：2021年、韓国貿易協会）
•輸出：6,445億ドル （日本83.1兆円（21年日本貿易会））
•輸入：6,150億ドル （日本84.6兆円（21年日本貿易会））
主要貿易品目
•輸出：集積回路等、乗用車、石油製品、電話用機器・部品、客船・貨物船等
•輸入：原油、集積回路等、石油ガス等、半導体等製造装置、石油製品
主要貿易相手国・地域（出典：2021年、韓国貿易協会）
•輸出：中国、米国、ベトナム、香港、日本
•輸入：中国、米国、日本、オーストラリア、サウジアラビア

韓国経済状況（外務省ホームページ等より）
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韓国社会状況（令和４年度少子化社会対策白書より）
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韓国社会状況（2022年9月発表OECD韓国経済報告より）

失業率
3.7％（出典：2021年、韓国統計庁）
(日本完全失業率21年度2.8％（総務省））

全体失業率は最上位圏、青年雇用率は下位圏

労働所得の不平等度が高く

生産性の差も大きい



日韓政治状況（外務省ホームページ等より抜粋）
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（1）韓国は重要な隣国であり、北朝鮮への対応を始め、地域の安定にとって日韓、日米韓の連携
は不可欠である。日韓関係は、旧朝鮮半島出身労働者問題や慰安婦問題等により、非常に厳しい状
況に陥っているが、このまま放置することはできない。国と国の約束を守ることは、国家間の関係
の基本である。日韓関係を健全な関係に戻すべく、日本の一貫した立場に基づき、尹政権と緊密に
意思疎通していく考え。

（2）旧朝鮮半島出身労働者問題：2018年10月30日及び11月29日、韓国大法院は、第二次世界
大戦中に日本企業で労働していたとされる韓国人に対する損害賠償の支払等を当該日本企業に命じ
る判決を確定させた。これらの大法院判決及び関連する司法手続は、日韓請求権協定に明らかに反
し、1965年の国交正常化以来築いてきた日韓の友好協力関係の法的基盤を根本から覆すもの。日
本政府は韓国政府に対し、2019年1月に同協定に基づく協議に、同年5月には同協定に基づく仲裁
への付託に応じるよう要請したが、韓国政府はこれらに応じなかった。この間も含め、韓国の裁判
所は日本企業の資産の差押え及び現金化に向けた手続を進めてきている。日本政府は韓国側に対し、
現金化は避けなければならない旨繰り返し強く指摘し、韓国側が、日本にとって受入れ可能な解決
策を早期に示すよう強く求めている。

（4）対韓国輸出管理運用の見直し：韓国政府は、2019年9月11日、日本が韓国への半導体材料3
品目（フッ化ポリイミド、レジスト、フッ化水素）の輸出に係る措置の運用を見直し、個別に輸出
許可を求める制度としたことは世界貿易機関（WTO）協定に違反するとして、WTO紛争解決手続
の下で二国間協議を要請した。同年11月22日、韓国政府は日韓秘密軍事情報保護協定
（GSOMIA）の終了通告の効力停止を発表し、その際、二国間の輸出管理政策対話が正常に行わ
れる間、WTO紛争解決手続を中断すると表明し、2019年12月及び2020年3月には、輸出管理政
策対話が実施された。日韓の輸出管理当局間では対話と意思疎通を通じて懸案を解決することで一
致していた中で、韓国政府は、2020年6月18日、WTO紛争解決手続を再開させ、同年7月29日、
WTO紛争解決機関において紛争処理小委員会（パネル）設置が決定された。



東電福島第一原発ALPS処理水問題

※ 在韓国日本大使館HPより
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※ 在韓国日本大使館HPより



東電福島第一原発ALPS処理水に関する韓国政府の動向

2019年9月

2020年10月

12月

2021年4月13日

4月14日

4月16日

4月19日

4月～5月

6月

11月

12月

2022年2、3月

５月

韓国政府、処理水問題の国際公論化着手。IAEA総会において、韓国代表が日本政府の処理
水検討状況を非難(以降毎年総会で日本を非難）。

国務調整室（主宰）、外交部、海洋水産部、原子力安全委員会等による政府合同TF(設置は
2018年10月）を次官級に格上げし、日本への対応や国際公論化を強化。

韓国国会において日本政府の処理水海洋放出検討を糾弾する決議が採択。

日本政府、処分方法を海洋放出とするなど、処理水処分の基本方針を発表。
韓国外交部次官が、日本大使を召致し、海洋放出への反対と憂慮を伝達。

文大統領（当時、以下同じ）、海洋放出差し止めの暫定措置も含め、国際海洋法裁判所への提
訴を積極的に検討するよう指示。

韓国政府合同TFが、前年10月に処理水は「科学的に問題ない」との報告書をまとめていた
ことがマスコミに流出（のちにTFは、一部の専門家の意見を紹介したのみと釈明）。

鄭義溶外交部長官は、国会において、①情報共有、②十分な協議、③IAEAの検証に韓国参
加を保証の３点が揃えば、韓国が反対することはないと発言。

韓国政府から、中米地域、ニュージーランド等との協議の場で、処理水問題を提起するなど、
第三国に対する働きかけを展開（5月の日韓外相会談後、韓国の対応は低調化）

韓国国会において海洋放出の撤回を要求する決議が採択。

IAEAが実施する福島沖の海洋モニタリングに韓国研究機関が初参加。

日本側から、韓国合同政府TFに処理水の説明会を実施（22年1、6月にも実施。基本方針発
表前より韓国と意思疎通を図るほか文書で質疑応答する等丁寧に透明性を持って対応）。

韓国人専門家を含むIAEAのレビューミッションが来日し、処理水の安全性、審査状況の検証
を実施（IAEAレビューミッションの報告書は以後順次発表）。

原発推進を掲げるユン・ソンニョル大統領の新政権が発足。（前政権は、脱原発の方針）



本日のお話する内容

•韓国について

•韓国の科学技術政策
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韓国の科学技術体制
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대한민국헌법
제4장정부
제2절행정부
제9장경제

제127조①국가는 과학기술의 혁신과 정보 및 인력의 개발을 통하여 국민
경제의 발전에 노력하여야 한다.
②국가는 국가표준제도를 확립한다.
③대통령은 제1항의 목적을 달성하기 위하여 필요한 자문기구를 둘 수 있
다.

大韓民国憲法
第4章 政府
第2節 行政府
第9章 経済
第127条①国家は科学技術の革新と情報や人材の開発を通じて国民経済の
発展に努めなければならない。
②国は国家標準制度を確立する。
③大統領は、第1項の目的を達成するために必要な諮問機構を置くことがで
きる。
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韓国の科学技術体制

大統領

国務総理

その他部処

教育部

国家科学技術諮問会議

科学技術情報通信部
第１次官：科学技術
第２次官：情報通信
科学技術革新本部長（次官級）

科学技術政策研究院

大学

国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター資料を改変

議長：大統領
構成員：関係閣僚＋民間委員

科学技術院
（高等教育機関）

経済人文科学研究会

韓国科学技術翰林院
（日本学術会議のカウンターパート）
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韓国の科学技術情報通信部（「科技部」）

科学技術情報通信部長官

第一次官（科学技術） 第二次官（情報通信） コロナ１９科学
技術・ICT支
援班、長官政
策補佐官、報
道官、監査官

科学技術革新本部長

〇 研究開発政策室

・ 基礎源泉研究政策官
- 研究開発政策課
- 基礎研究振興課
- 源泉技術課
- 生命技術課
- 生命研究者院課
- 融合技術課

・ 巨大公共研究政策官
- 巨大公共研究政策課
- 宇宙技術課
- 原子力研究開発課
- 巨大公共研究協力課

・ 未来人材政策局
- 未来人材政策課
- 未来人材養成課
- 科学技術文化課
- 科学技術安全基盤課

〇 企画調整室

・ 国際協力官
- 国際協力総括担当官
- 米州アジア協力担当官
- 欧州アフリカ協力担当官
- マルチ協力担当官

・ 政策企画官
- 企画財政担当官
- 革新行政担当官
- 規制改革法務担当官
- 情報化担当官
- 情報保護担当官

・ 非常安全企画官

〇 科学技術革新調整室

・ 科学技術政策局
- 科学技術政策課
- 科学技術戦略課
- 科学技術政策調整課
- 成長動力企画課

・ 研究開発投資審議局
- 研究予算総括課
- 研究開発投資企画課
- 公共エネルギー調整課
- 機械情報通信調整課
- 生命基礎調整課

・ 成果評価政策局
- 成果評価政策課
- 研究評価革新課
- 研究制度革新課
- 研究倫理権益保護課
- 研究開発妥当性審議課

・ 科学技術部は、イ・ミョンバク政権（～2013年）まで教育と統合、パク・クネ政権から教育部が分

離し、情報通信と統合等を経て、ムン・ジェイン政権(２０１７年5月～）から現行体制。

・ 関係省庁の中での序列は、企画財政部、教育部に次ぐ３位。2004年のノ・ムヒョン政権下では副

総理。２０２２年大統領選挙でも、野党候補から、科学技術副総理制度を復活させるとの表明あり。

（省
略
）



日韓の科学技術担当機関の比較

韓国・科学技術情報通信部 日本・文部科学省

司令塔機能
（トップが議長の
会議）

△
（国家科学技術諮問会議は大統領直

属機関。科技部も一部担当）

×
（総合科学技術・イノベーション会議

は内閣府担当）

政府全体
調整機能

〇
（科学技術革新本部が担当）

×

科学技術の
研究開発実施

〇
(学術研究の一部は教育部）

〇
（ただし内閣府も実施）

研究開発法人
制度

〇
（科学技術情報通信部の傘下にR&D

機関が集中）

△
（独法制度の所管は総務省。各省は

個別法を所管）

高等教育機関
△

（科学技術院を所管）

〇
（大学を所管）

国立
アカデミー

〇
（韓国科学技術翰林院は所管法人）

×
（日本学術会議は内閣府担当）

担当している：〇、部分的に担当：△、担当していない：×
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R&D予備妥当性調査
〇 予備妥当性調査とは

・ 予備妥当性調査は、韓国企画財政部（財政当局）が、国家財政が適材適所に使用されるように、

総事業費500億ウォン以上の大規模投資事業の妥当性を事前評価する制度。

・ 社会共通資本などを対象に、1998年の外国為替危機の際に国際通貨基金(IMF)の要請によ

り導入。R&D事業に対する予備妥当性調査は、2008年から実施。

〇 R&D事業の特性を踏まえた予備妥当性調査の実施

・ 関係各省庁のR&D事業を対象にした予備妥当性調査は、企画財政部が、科学技術情報通信部

に委託して実施。科技部は、傘下の韓国科学技術企画評価院（KISTEP）と調査実施。

・ 調査にかかる期間は7か月（他の事業は17か月）。

・ R&D事業は、社会共通資本などとは異なり、審査で不合格（脱落）になっても、再申請が可能。

〇 予備妥当性調査の実施例（22年8月結果）

・ 科技部の科学技術革新本部長主催で、８月「国家研究開発事業評価総括委員会」が開催され、８

月に調査が完了したR&D事業について審議・決定。

・ 総額１２兆ウォン（１ウォン＝約０．１円）の１０事業（報道ベース）のうち、通過は３事業。審査延長

が１事業。残り６事業が不合格。

・ 不合格事業と理由は、炭素中立革新技術（科技部：約２兆ウォン）「事業範囲が広範過ぎる」、ロ

ボットテストフィールド（産業部：３千億ウォン）「企業の需要把握に問題」等。
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研究会理事会
理事長：科技部長官が推薦して大統領が任命
理事：科技部次官、企画財政部次官、産業部次官、
教育部次官、農業部次官＋有識者

• 国家科学技術研究会（法人）設立目的：

➢ 科学技術分野の政府出捐研究機関を支援ㆍ育成し、体系的に管理することで、国家研究事業政策を支援及

び知識産業発展を牽引。（根拠法は科技部所管の「科技出捐研法」）

➢ 研究会は、日本の独立行政法人制度（JAXA、理研なども独法）と同様、「小さな政府」を志向して1999年に

原型ができ、もともと国務総理の所管だったのが、基礎研究系機関の担当は科技部・産業技術系は知識経済

部となるなど、紆余曲折があって、2014年パク・クネ政権以降は、現在の体制。
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国家科学技術研究会（研究会ホームページを要約）

企画財政部

政府予算案
編成指針

研究会

政府予算要
求基準樹立

出捐研

政府予算要
求案提出

研究会

専門家の審
議

研究会理事会

政府予算要求
案の理事会議

決

企画財政部

次年度予算
政府案確定

国会

政府予算の
国会での審
議・議決

• 研究会体制の意義：

➢ 出捐研の経営自律性と研究の柔軟性を保障

➢ 最近は、出捐研の管理中心から、支援中心型へ移行を目指す。出捐研間の協力基盤、事業化基盤、知財支援などに注力。

• 研究会の具体的な役割：政府と出捐研の間の「中間管理機構」

➢ 出捐研の予算要求から事業計画の樹立・編成・決算等、

全般的な予算支援を通じて安定的研究没入環境造成

• 傘下機関（科技出捐研）：

➢ 科学技術研究院、宇宙航空研究院、原子力研究院、生産技術研究院、建設技術研究院、鉄道技術研究院、食

品研究院など２５の政府出捐研究機関

➢ 出捐研予算は出捐金と自主的な収入で構成、2022年度の総予算は5兆3,071億ウォン規模で、政府出捐

金40.4%、自己収入59.6%で構成（1円=約10ウォン）



日韓の科学技術担当機関の比較

韓国・科学技術情報通信部 日本・文部科学省

司令塔機能
（トップが議長の
会議）

△
（国家科学技術諮問会議は大統領直

属機関。科技部も一部担当）

×
（総合科学技術・イノベーション会議

は内閣府担当）

政府全体
調整機能

〇
（科学技術革新本部が担当）

×

科学技術の
研究開発実施

〇
(学術研究の一部は教育部）

〇
（ただし内閣府も実施）

研究開発法人
制度

〇
（科学技術情報通信部の傘下にR&D

機関が集中）

△
（独法制度の所管は総務省。各省は

個別法を所管）

高等教育機関
△

（科学技術院を所管）

〇
（大学を所管）

国立
アカデミー

〇
（韓国科学技術翰林院は所管法人）

×
（日本学術会議は内閣府担当）

担当している：〇、部分的に担当：△、担当していない：×



• 科学技術院(Institute of Science and Technology)は、
大韓民国の科学技術院法に基づいて設立された科学技術情報
通信部傘下の理工系研究中心大学。

• 韓国(KAIST)、光州(GIST)、大邱慶北(DGIST)、蔚山
(UNIST)の４つの科学技術院が設置。

• 教育部の規制を受けず、入試政策と定員運用において裁量が多
く、他大学の入試と異なる点が多い。

（参考）国立大学の法人化
➢日本を参考に、国立大学のうちソウル大学、仁川大学が国立大
学法人化（2011年、2013年）。他の地方国立大学は、法人化
せず。

➢その後、地方国立大学の低迷、首都圏の大学への集中が進んだ
との指摘もあるが、法人化を原因とする説はあまり聞かない。
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科学技術院（ナムウィキ等を要約）



日韓の科学技術担当機関の比較

韓国・科学技術情報通信部 日本・文部科学省

司令塔機能
（トップが議長の
会議）

△
（国家科学技術諮問会議は大統領直

属機関。科技部も一部担当）

×
（総合科学技術・イノベーション会議

は内閣府担当）

政府全体
調整機能

〇
（科学技術革新本部が担当）

×

科学技術の
研究開発実施

〇
(学術研究の一部は教育部）

〇
（ただし内閣府も実施）

研究開発法人
制度

〇
（科学技術情報通信部の傘下にR&D

機関が集中）

△
（独法制度の所管は総務省。各省は

個別法を所管）

高等教育機関
△

（科学技術院を所管）

〇
（大学を所管）

国立
アカデミー

〇
（韓国科学技術翰林院は所管法人）

×
（日本学術会議は内閣府担当）

担当している：〇、部分的に担当：△、担当していない：×

科学技術体制について、韓国は科技部に「集約型」、日本は各府省に「分散型」と言えないか。



本日のお話する内容

•韓国について

•韓国の科学技術政策
➢ 体制

➢ 予算（事業の特色）

➢ 成果

• まとめ
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資料2-2「我が国の研究力強化に向けた エビデンス把握について③」
（科学技術・学術審議会 総会（第６８回）（ R4.10.13）
文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発戦略課）c
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資料2-2「我が国の研究力強化に向けた エビデンス把握について③」
（科学技術・学術審議会 総会（第６８回）（ R4.10.13）
文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発戦略課）に追記
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韓国政府 R&D予算（韓国科技部報道資料より）

‘17年 ‘１８年 ‘１９年 ‘２０年 ‘２１年 ‘２２年

R＆D予算
（兆ウォン）

19.5 19.7 20.5 24.2 27.4 29.8

予算増加率 1.9% 1.1% 4.4% 18.0% 13.1% 8.7%

1円 ＝ 約１０ウォン

科技
情通部

産業通商
資源部

防衛
事業庁

教育部
中小ベン
チャー部

海洋
水産部

R＆D予算
（兆ウォン）

9.4 5.5 4.8 2.4 1.8 0.9

〇 政府全体R&D予算推移

〇 機関ごとの‘２２年度R&D予算 1円 ＝ 約１０ウォン

グリーン・デジタルニューディール 3.5 宇宙・航空 0.8

３大成長産業（半導体、バイオ、未来車等） 2.7 量子分野 0.4

サプライチェーン対応 2.3 研究者/中小企業主導基礎研究 5.0

感染症 0.5 革新人材 0.7

国民安全（地震、海洋） 1.7 国際協力 0.6

〇 10大重点投資分野 兆ウォン

日本の22年度科学技術振興費は１．４兆円

日本・文部科学省の22年度科学技術振興費は8,863億円
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18.8兆ウォン編成

18.8兆ウォン、

2.2兆ウォン

• １円 ＝ 約１０ウォン
• 韓国の会計年度は暦年と同じ。
• ２３年度政府予算案の提出は８月末。
• 国会での予算成立は１２月
• 日本・文科省の科学技術予算の概算要求（政府予算

案ではない）は、1兆1,818億円+事項要求
（9,775億円）

韓国科学技術情報通信部ホームページ内容を機械訳

韓国科学技術情報通信部の事業の特色（１／３）

（予算案から見る政策推進のポイント）
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韓国科学技術情報通信部の事業の特色（２／３）

（予算案から見る政策推進のポイント）

韓国科学技術情報通信部ホームページ内容を機械訳
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韓国科学技術情報通信部の事業の特色（３／３）

（予算案から見る政策推進のポイント）

韓国科学技術情報通信部ホームページ内容を機械訳



本日のお話する内容

•韓国について

•韓国の科学技術政策
➢ 体制

➢ 予算（事業の特色）

➢ 成果

• まとめ
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資料2-2「我が国の研究力強化に向けた エビデンス把握について③」
（科学技術・学術審議会 総会（第６８回）（ R4.10.13）
文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発戦略課）に追記

韓国

韓国



資料2-2「我が国の研究力強化に向けた エビデンス把握について③」
（科学技術・学術審議会 総会（第６８回）（ R4.10.13）
文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発戦略課）に追記

韓国日本



資料2-2「我が国の研究力強化に向けた エビデンス把握について③」
（科学技術・学術審議会 総会（第６８回）（ R4.10.13）
文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発戦略課）に追記
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資料2-2「我が国の研究力強化に向けた エビデンス把握について③」
（科学技術・学術審議会 総会（第６８回）（ R4.10.13）
文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発戦略課）に追記

延世大学自身の要因分析
• 海外の大学との緊密な交流を通じて国際化
指標の上昇

• 卒業生評判29位で世界舞台での競争力立証
• 世界レベルの研究のための様々な支援によ
り学界の評判上昇
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韓国系としてフィールズ賞初受賞

○ 韓国系米国人 ホ・ジュニ教授(39）の受賞

・ ホ・ジュニ・プリンストン大教授・韓国科学技術院高等科

学院教授は、ウクライナの女性数学者などとともに、

2022年にフィールズ賞受賞。

※ フィールズ賞： 4年に一度開催される国際数学者会議 に
おいて、顕著な業績を上げた40歳以下の数学者（2名以上
4名以下）に授与。数学のノーベル賞ともいわれる。

・ ホ教授は、カルフォルニアで生まれ、２歳以降は、ソウル

大学修士修了まで基本的に韓国にて教育を受けた。

・ ソウル大学では、当初、数学には興味をなかったとされ

るが、当時、たまたまソウル大学に来ていた広中平祐京

都大教授（1970年フィールズ賞受賞）の講義をきっか

けに数学へ転向。

・ 「ホ教授は、韓国とアメリカの市民権を保持していたが、

兵役の問題で韓国の市民権を放棄」との報道。

・ 韓国世論は、おおむね、韓国の教育レベルが世界最先端

に達していることを証明するものと受け止め。

ユン・ソンニョル大統領との懇談
写真：韓国大統領府
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資料2-2「我が国の研究力強化に向けた エビデンス把握について③」
（科学技術・学術審議会 総会（第６８回）（ R4.10.13）
文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発戦略課）に追記



海外で博士号を取得した韓国人数（外国人博士号報告総合システムより）

海外の博士号取得者は、高等教育法施行令第17条(外国博士学位の届出)等の関係法令に基づき、帰国の日から

6月以内に韓国国立研究財団に届け出ることが義務付け。統計には韓国に帰化した者も含む。

日本が韓国から
受け入れた研究者数

日本が韓国に
派遣した研究者数

短期
(学会参加など）

1,513名 10,110名
３位 ３位

中長期
（共同研究など）

993名 66名
３位 １３位

〇 日韓研究者交流の現状 ※順位は、日本から見た世界順位。

出典：文部科学省「国際研究交流の概況（令和元年度）」

1位 東京大學 1168名 15.66%

2位 テキサス大学オースティン校 1007名 13.5%

3位 イリノイ大学アーバナ校 872名 11.69%

4位 ウィスコンシン大学マディソン校 766名 10.27%

5位 テキサスA&M大学 743名 9.96%

6位 オハイオ州立大学 713名 9.56%

7位 パデュー大学 606名 8.12%

8位 ペンシルベニア州立大学 588名 7.88%

9位 ミシガン州立大学 500名 6.7%

10位 京都大學 496名 6.65%

https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
https://dr.nrf.re.kr/stats/country#univ
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資料2-2「我が国の研究力強化に向けた エビデ
ンス把握について③」（科学技術・学術審議会 総
会（第６８回）（ R4.10.13）
文部科学省科学技術・学術政策局 研究開発戦略
課）に追記

韓国における博士号取得者状況（教育統計年報(教育開発研究所)より）
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日韓大学院生の処遇事情比較

○ 韓国の例

・ 国家R&D事業に参画する大学院生に対す

る人件費基準（科技部）

修士課程： ２２０万ウォン/月

博士課程： ３００万ウォン/月

ただし、実際に院生がもらえる金額は、教授

が設定する「計上率」をかけた分だけ

・ 修士・博士学生研究員の月平均人件費支給

額は、各63万ウォン(４.1万人）・99万ウォ

ン（2.7万人）。全額を支給された学生は

8050人(10.8%) （科技部調・国会議員

発表）。 → 大多数が最低賃金に満たない

と批判

・ 韓国科学技術院（KAIST）大学院総学生会

報告書によると、中央値で150万ウォン/月。

○ 日本の例

・ 国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業

規則別表第３、６ リサーチアシスタント

勤務時間は原則として週20時間以内とする。

1,400円から2,800円までの範囲で50円

単位の額

・ 東京大学博士課程学生支援制度(理学系RA)

実施要項

月額50,000 円を支給する。(6月分は

100,000円）

・ 理研「大学院生リサーチ・アソシエイト」

月額200,000円（税込み）６０人募集

※ 以下で紹介する例以外にも、大学院生支援制度は日韓ともにある。
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ロケット技術の進展

○ 韓国型ロケット「ヌリ号」打上げ成功（本年６月）

・ 韓国初の国産ロケット。開発費約２兆ウォン。

・ 低軌道に1.5トン衛星を輸送可能。

・ ２１年１０月打上げ失敗後、２度目で成功。

・ 打上げ成功は、ロシアからの技術供与を受けた「ナロ号」（最後

は１３年）以来。ヌリ・ナロともに燃料はケロシン。

〇 ミサイル指針(韓国外交部HP等より）

• ミサイル指針は、韓国政府が1979年から2021年まで維持して

きた一方的な政策宣言で、韓国ミサイルと宇宙（固体）ロケットの

開発を自律的に規制する内容を含む。

• 韓国政府は1979年10月に初めてミサイル指針を採択して以来、

朝鮮半島の安保環境の変化にともなう安保需要を反映しながら

4回にわたってミサイル指針を部分改正（射程距離、搭載重量を

徐々に拡張）し、2021年5月21日に韓米首脳会談を契機にミ

サイル指針を終了し、関連制約を解消。

• 2022年3月、国防科学研究所は、固体燃料ロケットの試験機打

上げに初めて成功と発表。国防部と科技部、その傘下の国防科

学研究所と航空宇宙研究院は協力して取組を進めているところ。

イラスト：韓国航空宇宙研究院



本日のお話する内容

•韓国について

•韓国の科学技術政策
➢ 体制

➢ 予算（事業の特色）

➢ 成果

• まとめ
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• 本日は、これまで文部科学省で議論されているマクロ
なデータに加えて、韓国政府を中心に、具体的な取組
みをより詳しく見てみた。

• 韓国は、日本に比べて、科学技術に関する機能を、科学
技術情報通信部に集約。韓国社会における科技情通部
の位置づけに関係か。

• 韓国は、研究開発事業に対する投資を増加させており、
それに応じるように、成果もあげている。

• 韓国は、日本のデータ分析に登場するように久しいが、
今後は、制度や事業のベンチマークとしても、韓国が参
照されるよう、関心が高まることを期待。
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韓国科学技術事情のまとめ


